
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課及び生涯学習課からの報告事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年６月 15 日 

 

 

愛南町(篠山小中学校組合)総合教育会議 



部活動の地域展開について 

 

１ 部活動改革とは 

部活動改革とは、少子化が進む中でも、子どもたちが将来にわたってスポーツや文化芸術活動に親  

しめる環境を維持するため、これまで学校単位で実施してきた部活動を、地域が主体となって支える  

仕組みに変えていく取組のことです。 

【なぜ、部活動改革が必要なのか？】 

 ・町内の中学校生徒数の減少により、学校単位での部活動の維持が困難 

 ・子供たちが興味・関心に応じてスポーツや文化芸術活動を選択できない 

 ・教職員の負担が大きく、このままの体制を持続させることが困難 

 

「子どもたちが将来にわたって、好きなスポーツや文化芸術活動を続けられる環境を守る」 

 

「愛南の子を、愛南の町全体で育てる」仕組み（地域展開） 

 

２ 県の動向について 

県は、令和５年９月に策定された「公立中学校の部活動に係る愛媛県推進計画」によって部活動

改革を進めていましたが、令和８年２月に改訂しました。課題が山積しており、教員の働き方改革

を進める上でも、「オールえひめ」の体制を構築し、部活動改革を加速させる必要があったためで

す。改訂された計画には「令和10年度末までに全ての学校部活動で休日の地域展開を実現」といっ

た具体的な目標とともに「平日も含め地域クラブの活動の拡充や持続化・安定化に向けた改革を推

進」という目標が付け加えられました。 
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３ 部活動の地域展開とは 

単なる学校からの部活動の切り離しではありません。「学校教育の改革」と「地域の環境整備」を

両輪で進める、教育環境全体の再設計です。 

  学校部活動・地域連携  地域展開 

主体 学校  地域クラブ（団体） 

指導者 教職員 

部活動指導員 

外部指導者 

 地域の指導者 

希望する教職員（兼職兼業の許可） 

参加者 在学する学校の生徒  町内の中学生など 

活動場所 在学する学校の施設  クラブ（団体）が活動する施設 

町内の学校施設 

費用負担 部費 

各校の体育文化後援会費 

実費 

各種大会参加補助金 

 クラブ（団体）の会費 

実費 

保険 学校の保険（スポーツ振興センター）  スポーツ安全保険等 

 

４ 愛南町の現状と方向性について 

  現在、 

・ 「合同部活動」による部員数の確保 

・ 「拠点校方式」による選択肢の確保 

・ 「部活動指導員・外部指導者の確保」による指導者の多様化と教職員の働き方改革 

を進めています。今後は、 

 ・児童生徒、保護者、地域の理解・協力を得るための、「丁寧な説明」 

 ・ 「教職員の兼職兼業の許可」による指導者の確保 

 ・ 「学校施設開放」による活動場所の確保 

などを学校現場と連携して進めていきます。同時に 

・ 「受け皿づくり」 

 ・ 「指導者の確保」 

 ・ 「補助金制度の整備」 

  などを進め、地域が主体となって子供たちを支える、持続可能な活動体制の構築を目指します。 

  具体的には、 

・1学期のうちに各中学校やスポーツ団体、文化団体等を交え種目別に意見交換を開始し、現状の状

況把握、課題の共有を図り、種目ごとの条件や課題の調整を図ります。 

・国のひな型や県の統一基準をもとに先行自治体の例も参考にしながら、愛南町の実情に応じた地域   

クラブの「認定制度」の整備を進めます。 

 

 

  

・今年度中に全体の方向性を定め、休日の活動から、また、できるものから順に「段階的な地域展開」

を実施していきます。 
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愛南町立学校の教育職員に関する 

業務量管理・健康確保措置実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年４月 

 

愛南町教育委員会  
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１ 計画の趣旨・対象及び愛南町の現状 

(１) 計画の趣旨 

    本計画は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法(昭

和 46 年法律第 77 号。以下「給特法」という。)第８条第１項の規定に基づき策定

するものである。 

本計画により、文部科学省が定めた「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理

その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図

るために講ずべき措置に関する指針」に即して教育職員の業務量を適切に管理し、

健康及び福祉の確保を図るとともに、教育職員が業務の適正化・効率化を通じて授

業や児童生徒と向き合う時間を確保するため、学校教育の水準の維持向上に資する

取組を計画的に推進するものである。 

 

(２) 計画の対象 

   本計画は、愛南町教育委員会が服務監督を行う学校の教職員のうち、給特法第２

条第２項に規定する教育職員を対象とする。 

 

(３) 愛南町の現状 

    本町では、令和２年４月１日に愛南町立学校管理規則(平成 16 年愛南町教育委員

会規則第 11 号)を改正し、時間外在校等時間の時間数及び月数の上限を定め、教育

職員の業務量の適切な管理に取り組んできた。 

こうした取組の結果、令和６年度において、本町における教育職員の時間外在校

等時間、年次有給休暇の平均取得日数(ただし、集計期間は令和６年９月～令和７

年８月)及び愛媛県教育委員会が実施している学校における働き方改革に関する意

識調査の結果については、次のとおりであった。 

 

ア 時間外在校等時間の状況 

区分 月平均 
月 45 時間超～ 

80 時間以下の割合 
月 80 時間超の割合 

小学校 47.0 時間 45.2% 7.8% 

中学校 58.7 時間 44.7% 22.7% 

 

イ 年次有給休暇の平均取得日数 

区分 平均取得日数 

小学校 14.3 日 

中学校 13.7 日 
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ウ 学校における働き方改革に関する意識調査 

区分 
①主観的 

幸福感 
②やりがい ③抑鬱傾向 

④学びの 

実践 
⑤信頼関係 

愛南町小学校 7.1 点 34.2 点 3.6 点 5.4 点 30.2 点 

愛南町中学校 7.3 点 36.3 点 3.6 点 5.1 点 29.1 点 

愛南町全体 7.2 点 34.8 点 3.6 点 5.3 点 29.9 点 

愛媛県全体 6.5 点 30.8 点 5.1 点 4.6 点 27.0 点 

    ※調査は、愛媛県内の小・中学校教職員を対象とし、表中点数は１人当たりの平

均点である。 

※①…設問１項目(０点～最高 10 点) 

②…設問９項目(０点～最高 54 点)  

③…設問６項目(24 点～最高０点。１点～４点 ローリスク群、 

５点～９点 リスク群、10 点～12 点 ハイリスク群、 

13 点～24 点 超ハイリスク群) 

④…設問９項目(０点～最高９点)  

⑤…児童生徒・保護者・同僚・管理職に関する設問各１項目(０点～最高 40 点) 

 

エ 現状から見える主な課題 

時間外在校等時間について、小学校では月 45 時間超～80 時間以下の割合が 45.2%

と高くなっているが、逆に月 80 時間超の割合は 7.8%と低い水準となっている。中

学校では、月 80 時間超の割合が 22.7%と高く、月平均時間外在校等時間も 58.4 時

間と高い水準である。傾向として、特定時期に業務の負担集中が起こっており、業

務の削減・精選と併せて、一部の教育職員に業務に負担が集中しないよう業務の平

準化や校務の効率化を進めることが課題となっている。 

学校における働き方改革に関する意識調査では、「やりがい」の項目において小

学校より中学校の方が約２点高いが、他の項目の点数は小学校と中学校でほぼ同じ

点数である。全項目で愛媛県平均を上回る一方、「抑鬱傾向」の項目ではリスク群

である５点以上の学校が２校あるため、健康確保の観点から早期把握・早期相談を

行い、支援の仕組みを強化することが課題である。 

ただ、「やりがい」を更に高めるような取組にも努め、愛南町教育委員会の働き

方改革が「働きたい改革」とも連動して推進できるようにしていきたい。 
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２ 目標 

  本計画において令和 11 年度までに達成を目指す目標は、次のとおりとする。 

(１) 時間外在校等時間に関する目標 

指標 令和６年度(基準) 令和 11 年度までの目標 

月 45 時間以下の割合(小学校) 47.0% 100% 

月 45 時間以下の割合(中学校) 32.6% 100% 

年間時間外在校等時間(小学校) 563.8 時間 360 時間以下 

年間時間外在校等時間(中学校) 704.9 時間 360 時間以下 

 

(２) ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

指標 令和６年度(基準) 令和 11 年度までの目標 

年次有給休暇の平均取得日数 
小学校：14.3 日 

中学校：13.7 日 
現状水準を維持・向上 

主観的幸福感 7.2 点 現状水準を維持・向上 

やりがい 34.8 点 現状水準を維持・向上 

抑鬱傾向(リスク群５点以上の学

校) 
２校 ０校 

学びの実践 5.3 点 現状水準を維持・向上 

信頼関係 29.9 点 現状水準を維持・向上 

   ※年次有給休暇の平均取得日数以外の指標については、学校における働き方改革に

関する意識調査の各項目である。 

 

３ 計画の期間 

  計画の期間は、令和８年度から令和 11 年度までの４年間とする。 

なお、毎年度、実績に基づき進捗を点検し、必要に応じて取組内容や目標を見直すも

のとする。 
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４ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

  本計画期間中の重点事項として、次の内容に取り組む。 

(１) 「業務の３分類」を踏まえた業務の見直し 

ア 学校以外が担うべき業務 

① 登下校時の通学路における日常的な見守り活動等 

・保護者及び地域住民と連携し、児童生徒の学校への登下校時の見守り活動を推

進する。 

 

② 放課後から夜間などにおける校外の見回り、児童生徒が補導された時の対応 

・放課後から夜間における見回りについては、地域や警察が行っている見回りに

委ねることとし、学校における自主的な見回りは原則行わないこととする。 

・児童生徒が補導された時の対応については、緊急の措置が必要な特別の場合を

除き、保護者が第一義的な責任を負うことについて認識を共有する。 

 

③ 地域学校協働活動の関係者間の連絡調整等 

・地域学校協働活動の実施に当たって、関係者間の連絡調整等を地域コーディネ

ーターが中心となって行うものとする。 

・学校と地域コーディネーターとの連絡調整については、教頭に責任や負担が集

中しないよう、教育職員間の適切な役割分担を行うものとする。 

 

④ 保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案への対 

 応 

 ・過剰な苦情等があった場合、学校から報告を受けた愛南町教育委員会が対応し、

顧問弁護士等の専門家を活用して、学校の負担軽減を図る。 

 

イ 教師以外が積極的に参画すべき業務 

 ① 調査・統計等への回答 

  ・愛南町教育委員会が学校に対して回答を依頼し、又は周知を依頼する文書量に

ついて縮減に努めるとともに、デジタル技術を活用して学校の負担軽減を図る。 

 

 ② 部活動 

  ・休日の全ての部活動について、原則として令和 10 年度までに地域展開を実現

する。  

 

ウ 教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務 

 ① 授業準備、学習評価及び成績処理 
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  ・授業準備等を補助するスクールサポートスタッフや、デジタル技術を活用して、

教育職員の負担軽減を図る。 

   

② 支援が必要な児童生徒・家庭への対応 

・児童生徒の課題の状況に応じ、養護教諭のほか、スクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカー等の専門職による効果的な支援が期待される業務につ

いて、これらの人材と教育職員の連携・協働を促進する。 

・不登校児童生徒への対応については、必要に応じて校内サポートルームを設置

し、教育支援員等が中心となって運用することにより、教育職員の業務負担の

軽減を図る。 

 

(２) 学校における措置の推進 

    学校における次の措置を推進することで、教育職員が担う業務の適正化を図る。 

・各学校における年間総授業時数や週当たり授業時数については、年度当初の計

画段階で真に必要な時数となるよう設定する。特に、標準時数を大幅に上回っ

て(小４以上は年間で 1,086 単位時間以上)編成されている場合には、指導体制

に見合うものとなるよう見直す。 

・学習のねらいを丁寧に分析し、単元計画を見直し、学習内容を精選する。 

・朝の活動や清掃時間・頻度の見直し、放課後の活動の勤務時間内での設定など、

日課表の工夫を行う。 

・学校施設に不具合が発生した場合の対応について、デジタル技術の活用により

受付から修繕の進捗管理、完了までを一体的に運用して手順を標準化し、教育

職員の業務負担を軽減する。 

 

(３) 教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組 

   教育職員の健康及び福祉を確保するため、労働安全衛生法等の規定を遵守すると

ともに、次の内容に取り組む。 

    ・１月当たりの時間外在校等時間が 80 時間を超え、心身が不調となるなど長時

間労働による過労が疑われる教育職員に、医師による面接指導を実施する。 

・ストレスチェックにより高ストレスが認められた教育職員に、医師による面接

指導の受診を勧奨する。ストレスチェック実施後の集団分析の結果等も活用し

て職場改善を図る。 

    ・終業から始業までの勤務間インターバルについて、11 時間を目安として休息時

間の確保に取り組む。 

    ・心身の健康問題に関する相談窓口の設置を検討する。 

    ・学校における定時退校日を週１回設定するよう取り組む。 
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・夏季及び冬季の長期休業期間中に、連続する５日間以上の学校閉庁日を設定す

る。 

 

５ 関連する取組、今後のフォローアップについて 

 計画の実効性を確保するため、次のとおり関連する取組や今後のフォローアップを行

う。 

 ・町内各学校の教育職員の時間外在校等時間の状況を把握し、毎年度、愛南町教育委

員会のホームページで公表するとともに、定例の教育委員会及び総合教育会議にお

いて報告する。 

 ・学校での児童生徒等の支援に当たる医療・福祉に関する人材の確保に当たり、関係

部局・関係機関とともに取り組む。 

 ・時間外在校等時間にかかる目標の達成状況については、愛南町教育委員会で導入し

ている校務支援システムで把握し、その他の目標については、愛媛県教育委員会が

実施する学校における働き方改革に関する意識調査の結果から把握する。 

 ・愛南町教育委員会において、各学校の状況を確認し、本計画の内容に照らして課題

が見られるときは、当該学校に聞き取り・指導等を実施する。特に、時間外在校等

時間が長時間となっている教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休憩時間の確

保が課題となっている学校に対しては、当該年度中にも速やかに状況が改善される

ことを目指し、当該学校に対する個別の支援・指導を実施する。 

 ・各学校における働き方改革の取組が進むよう、様々な機会を捉え各学校へ本計画の

周知を行うとともに、管理職向けにマネジメント等に関する研修を充実させる。各

学校においては、校長をはじめとした管理職のリーダーシップのもと、学校運営協

議会における協議等も踏まえつつ、本計画に基づき、教育職員の働き方改革に向け

て取り組むよう努める。 

 ・保護者や地域の理解を促進するため、町長部局と連携し、保護者や地域の各自治会

等に対して、愛南町教育委員会における「業務の３分類」をはじめとする業務量管

理・健康確保措置の内容について周知を行うとともに、具体の項目について協力を

得られるよう取り組む。 
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学校の未来検討委員会の状況について 

 

 

１ これまでの協議内容について 

回数 日 時 主な協議内容 

第１回 １月 28 日（水） ・委員長及び副委員長の選出 

・町内児童生徒数の推移やこれまでの学校再

編について 

・町の再編計画や国の学校統廃合に関する手

引の内容説明 

第２回 ３月 25 日（水） ・学校の適正規模に関する考え方について 

・学校・地域間の距離について 

・前回(R3)のアンケート調査について 

第３回 ５月 22 日（金） ・アンケート調査（案）について 

 

 

２ 今後の予定について 

時 期 内  容 

令和８年９月 

～ 

令和９年１月 

・他市町の事例等を参考に意見交換 

・アンケート結果等を基に、具体的な再編の可否について 

 協議検討 

・答申内容の検討 

令和９年３月 答申提出 

 

 

３ アンケート調査について 

 (1) 実施時期 令和８年７月～９月（予定） 

 (2) 対象者  ・児童生徒（小５～中３・南宇和高校生徒） 

        ・保護者（小・中・未就学児） 

        ・地域住民 

        ・教員 

 (3) 内容    ・学校再編について 

               ・未来の学校ビジョンについて 

        ・ウェルビーイングについて 
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閉校施設の備品について 

  

 

１ 閉校施設の備品の売払いについて 

これまで、閉校施設の備品の有効活用を目的として、令和７年度に２回の売払いを

実施しました。 

その実施前には、各小中学校に必要な備品はないか再確認するとともに、閉校から

経過年数の短い施設については、地元自治会に地域で利用希望の備品はないか確認を

行っています。 

 

【閉校施設の備品売払実績】 

実施時期 実施場所 主な売払品 売払件数 売払額 

令和７年８月 旧東海小学校 

木製椅子 

ミシン 

スチール棚 

木琴など 

54 品 37,670 円 

令和８年３月 旧内海中学校 

木製椅子 

ミシン 

長机 

ＣＤプレーヤー 

トランペットなど 

232 品 222,923 円 

計 286 品 260,593 円 

 令和８年度も引き続き閉校施設の備品について売払いを予定しています。 

 

２ 主な入札参加条件について 

 ・町内に住所を有する個人又は町内の法人 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条２号～６号に該当しない方 

・１品 200 円以上 

 ・現状引渡し 

 ・転売や有料貸付は、不可 
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